第２４章　災害および事故
水稲被害
　昭和51年の水稲被害面積は14,700ヘクタール・被害量5,900トン、又被害率は1.2パーセントと昨年（17.4パーセント）を少し下回っている。
　本年の水稲被害の特色は、風水害は954トン から128トン（13.4パーセント減）と減少しているが、干冷害は前年3トンであったのが655 トンと増加している。
　全体的には、裁害面積で対前年比8.9パーセント、970ヘクタールの減少、また被害量も対前年比24.4パーセント、1900トンの減少である。
交通事故
　昭和51年中の府内における交通事故（人身事故）は、発生件数３万2,311件、死者数401人、傷者数４万1,611人を記録した。これは、全国の交通事故発生件数（47万1,041件）の6.9パーセント、死者数（9,734人）の4パーセント、傷者数（61万3,957人）の6.8パーセントとなっている。
　つぎに前年と比べると、発生件数では、781件増（2.4パーセント増）、死者数ではマイナス32人（7.3パーセント減）、傷者数では、622人増（1.5パーセント増）となっており、発生件数および傷者数は、昭和45年以降減少していたが、本年は上昇のきざしをみせている。一方死者数は401人となり昭和28年の422人を23年ぶりに下回る最少死者数を記録した。
　事故発生件数を、主原因者となった第一当事者別にみると、車両等が２万9,203件（件数構成比90.4パーセント）で圧倒的に多く、車種別では普通乗用1万2,010件（同37.2パーセント）、普通貨物7,637件（同23.6パーセント）、軽四輪貨物2,045件（同6.3パーセント）､軽四輪乗用1,170件（同3.6パーセント）、特定大型（大型を含む）貨物701件（同2.2パーセント）の順となっており、そのうち普通乗用・貨物が１万9,647件で全体の60.8パーセントを占めている。
　また、自動車以外では歩行者3,108件（同9.6パーセント）、原動機付自転車（1種、２種計）1,536件（同4.8パーセント）､自転車2,035件（同6.3パーセント）となっている。
　事故発生の形態を法令違反別にみると、車両関係２万9,203件では、わき見運転29.6パーセント、右折違反6.0パーセント、徐行違反5.6パーセント、一時停止違反、安全運転義務違反、信号無視などの順になっている。歩行者関係の3,108件については、とびだし1,819件（同58.5パーセント）が最も多く、ついで車の直前直後の横断、信号無視、横断禁止場所の横断などの順になっている。
　一方、歩行者の事故は、発生件数5,099件で全事故に対する構成比は15.8パーセント、死者数121人(同30.2パーセント)、傷者数5,267人(同12.7パーセント)となっており、昭和43年以降、件数・死者数・傷者数は下降線をえがいている。
火災
　昭和51年中の府内の火災件数は、4,946件で前年度の件数（4,938件）を８件（0.2パーセント）上回った。損害額では、88億3,335万円（前年比7.3パーセント増）、死傷者では、793人（うち死者95人）で、昨年より22人増になった。１日平均にすると、13.6件の火災が起き、2,420万円の損害で、2.2人の死傷者が出ていることになる。
　市町村別にみると、大阪市の1,923件（件数構成比38.9パーセント）がトップで、堺市474件（同9.6パーセント）、東大阪市303件（同6.1パーセント）､豊中市290件（同5.9パーセント）の順になっている。
　月別では、１月574件（同11.6パーセント）が最も多く、最少月の９月278件（同5.6パーセント）の約2.1倍になっている。
　火元用途別にみると、火種の2,219件が最も多く、前年度2,265件より2.0パーセント減、次いで、ガス・油類関係1,336件（同0.7パーセント減）、電気関係517件（同11.2パーセント増）の順となっている。
労働災害
　昭和51年中の府内の労働災害による死傷者は、死亡213人、傷者（休業４日以上）28,594人の合計28,807人であった。
　これを、産業別にみると、製造業関係が13,377人で全体の46.4パーセントを占め、そのうち金属精錬業、金属工業関係が6,148人で最も多い。
　次いで、建設業6,888人（全体に占める割合23.9パーセント）、陸上貨物取扱業2,615人（同9.1パーセント）、港湾貨物取扱業1,263人（同4.4パーセント）と続いている。
